
第４回兵庫県規制改革推進会議次第 

 
 

日 時 平成 31 年３月 15 日（金）16:00～17:30 

場 所 兵庫県本庁舎３号館６階 第６委員会室 

 
１ 開  会 

 
 
 
２ 議  題 

（１）審議事項 

① 第２回会議で継続審議となった事項 

② 第３回会議で継続審議となった事項 
 
（２）報告書（案）について 

 
 
３ そ の 他 

 
 
 
４ 閉  会 

 
 

【配付資料】 

資料１   第４回会議審議対象 

資料２－１ 第２回会議で継続審議となった事項等 

資料２－２ 第２回会議で継続審議となった事項等（参考資料） 

資料３－１ 第３回会議で継続審議となった事項等 

資料３－２ 第３回会議で継続審議となった事項等（参考資料） 

資料４   平成 30 年度報告書（案） 
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第４回会議審議対象（13項目）

内容 区分

1 地域イベントにおける飲食店等の臨時出店の取扱範囲 条例等

2 夜間、休日の工事規制及び交通誘導員の配置基準の緩和 条例等

3 道路使用許可申請の包括申請による弾力的運用 条例等

4 階数が３以下の建物のＣＬＴ採用による耐火基準の緩和 条例等

5 古民家の改修等に係る規制緩和 国規制

6 収入証紙による手数料納付方法の見直し 手続き

7 納税証明書交付請求書への申請者押印の省略 手続き

8
下水道終末処理施設における生物化学的酸素要求量に係る排水
基準

条例等

9 一定規模以上の幼稚園、認定こども園等の緑化基準 条例等

10 障害者相談員への障害者情報の提供 条例等

11 土砂埋め立て許可の標準処理期間の短縮 手続き

12 姫路市開発事業の事業計画の事前申請の簡素化又は撤廃 手続き

13
市町が発行する身分証明書(禁治産等の宣告、破産等)の手数料
軽減

手続き

前回までの会議での意見等

営業とみなさない範囲の基準等の明確化又は具体の例示について検討

資料 ２－１

(第２回会議で
継続審議と

なった事項等）

許可基準等の明確化及び具体の例示について検討

許可基準等の明確化及び具体の例示について検討

他府県の状況と比較し木造長屋の構造的な基準が現状で良いのか検証

古民家で扉が防火扉でなければならない理由等を整理

現行の証紙販売、コンビニ販売、ネット決済等の納付方法ごとのコストと
デメリット等を整理し、トータルして望ましい納付方法を検討

納税証明書交付請求書の様式を変更済

科学的な検証が必要。海の状況を示す数値(COD等)を調査

資料 ３－１

(第３回会議で
継続審議と

なった事項等）

H32までの移行特例で実際に困っている事案なのか等の支障の背景を
確認

民生委員等への情報提供の状況等について整理

小規模の場合を分類し、処理期間の設定について検討

事前申請に必要な時間を踏まえ、開発行為に該当するのか更に簡易的
に判断できないか等を検討

県内市町の手数料軽減に係る実施状況を情報共有する手法について
検討

資料１



２ 第 2 回会議で継続審議となった事項等 ７項目（10 件） 
 提案事項 規制の内容 具体の支障事例等 第 2 回会議時の所管部局の考え方 第 2 回会議の審議結果 所管部局の対応方針 

(1) 地域イベント

における飲食

店 等 の 臨 時

出 店 の 取 扱

範囲 

[提案者] 
佐 用 町 商 工
会等 

[所管部局] 
県 生 活 衛 生
課 

・食品の安全性を確保し、飲食

に起因する衛生上の危害の

発生を防止するため、県の

「臨時的食品取扱要領」によ

り、各種イベント等で営業と認

められない範囲で食品を提

供等する行為の頻度を「１年

に１回かつその日数が連続し

て３日以内」と規定 

・この範囲を超えて要許可業

種の出店を行う場合には、露

店営業の許可が必要 

・子供会等のｲﾍﾞﾝﾄで三大祭

りに露店(飲食店)を出す際､

｢1 年に 1 回かつ連続して 3

日以内(臨時的出店)｣を超え

る場合は、露店営業許可が

必要 

・取得費用 16,000 円の負担

や、事前の鉄板等調理器具

の検査などが実務上困難 

【対応を検討】 

・「臨時的食品取扱要領」では、反復継続性

から明らかに営業とは見なさない範囲を示し

ているに過ぎず、その範囲を超えた場合に

許可を要するか否かは、個別に判断すべき

ところであるが、露店営業者を厳格に取り締

まるため、現在、食品衛生法による許可対象

の判断基準として実質、運用されている。 

・提案を受けて、臨時出店として取り扱う範

囲が、上記運用を踏まえ妥当なものとなる

よう検討する。 

営業とみなさない範囲の基準等

の明確化を検討し、明確化が難し

い場合は具体の例示ができないか

検討を行うこと。 

 

【規制・手続の見直し】 

･業に当たらない基準を例示し、例示に合わないものは個別協議とす

ることにより、数字で一律に線引きをする現行の基準を見なおす。 

《例示の主な内容 (業に当たらないケース)》 
･市町等が季節毎に開催するイベントに付随して、主催者やイベント
の運営に関わる団体が自ら出店する場合、年数回程度であれば可  
等 

(2) 夜間、休日の

工 事 規 制 及

び 交 通 誘 導

員 の 配 置 基

準 

[提案者] 
佐用町 

[所管部局] 
県 警 交 通 規
制課 

・道路交通法により、道路工

事等を行う際には、当該行

為に係る場所を管轄する警

察署長の許可が必要 

・許可をする場合に必要があ

ると認めるときは、所轄警察

署長は、当該許可に道路に

おける危険を防止し、その他

交通の安全と円滑を図るた

め、個別具体的な内容（申

請内容、当該道路の状況

等）に応じて、必要な条件を

付することが可能 

・管路埋設工事では、夜間に規

制解除するため当日夕に仮

舗装を行い、翌朝にその舗装

を撤去し工事を行い、また夕

方に埋戻し仮舗装が必要 

・また夜間に片側車線に作業

帯を残し片側交互通行で規

制を行う場合は、道路種別、

交通量の大小に関わらず交

通誘導員の配置が必要 

・簡易信号機のみによる交互

通行の誘導等を、実情に合

わせて行いたい 

【現行制度で対応】 

・道路使用の許可に際して付される条件は

画一的なものではなく、個々の行為の内

容、交通流量等交通環境に応じて、道路

の危険を防止し、その他交通の安全と円滑

を図るために必要な範囲で所管警察署長

が付している。 

許可基準等の明確化を検討し、

明確化が難しい場合は具体の例

示ができないか検討を行うこと。 

 

《第 3 回会議での審議結果》 

具体的例示は典型例を挙げれ

ば足りる。具体的な例示が難しい

理由を明らかにすること。 

 

【制度内容の明確化】 

･申請の参考となるよう許可基準例を掲載した内部規程を県警ﾎｰﾑ

ﾍﾟｰｼﾞに公開する。 

･申請時の参考となるよう県警ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上のＱ＆Ａの内容を充実

させる。 

《第 3 回会議を踏まえた方針案》 

･Ｑ＆Ａに許可事例を記載する。 

《例示の主な内容》 

･山間部におけるブロック積工に伴う道路掘削による24時間片側交互

通行の許可事例として、規制区間、道路幅員、交通量、交通規制の

内容を記載 

･複数の露店出店をまとめて申請受理した事例として、出店数､開催

期間、主催者が出店者を管理する体制等を記載 

 
(3) 道 路 使 用 許

可 申 請 の 包

括申請による

許可範囲 

[提案者] 
宍 粟 市 商 工
会 

[所管部局] 
県 警 交 通 規
制課 

・道路交通法により、場所を移

動しないで、道路に露店、屋

台店等を出そうとする者は、

管轄の警察署長の許可が必

要 

・露店等の出店を、一つの行

為として取り扱うかどうかは、

行為の主体、目的、時間、場

所等が客観的に一体として

捉えられ、一体として捉えて

許可を与えても交通の安全と

円滑な確保に必要な管理が

できるものかどうかで判断 

・商店街を通行止めにして、

軽トラ市（軽トラ等の荷台に

商品を積んで路上で販売）

を企画した際、イベント主催

団体が一本にまとめた申請

（道路使用許可 2,000 円）に

て交渉したが、軽トラック 1 台

ごとの申請が必要 

・主催者団体が取り纏めて一

本の申請で対応できるよう、

イベント時における道路使用

許可申請の手続き等の簡略

化してほしい 

【現行制度で対応】 

・複数の店舗等の出店の道路使用許可は、

警察庁通達（平成 23 年７月４日警察庁丁

規発第 102 号）に基づき、当該露店等の運

営全般が一の運営団体の管理及び責任の

下で運営されている実態があるときは、申

請者の要望に応じ許可を一括化している。 

・一つの行為として取扱うかどうかは行為の

主体、目的、時間、場所、方法及び態様を

勘案して判断している。 

(4) 長 屋 で 階 数

が３以下の木

造建築物のＣ

ＬＴ採用によ

る構造制限 

[提案者] 
兵 庫 県 建 設
業協会 

[所管部局] 
県 建 築 指 導
課 

・都市計画区域内に木造の長

屋を建築する際には、①主

要構造部である柱又ははり

が、木造であるものは、地階

を除く階数を２以下としなけ

ればならない、②準耐火建

築物等の長屋にあっては、３

以下としなければならないと

し、その階数を制限 

・なお、耐火建築物としたもの

は階数の制限はない 

・ＣＬＴは、構造材即仕上げ材

となり得ることから、建築工期

が短縮でき、災害時等にも

早急に対応が可能 

・長屋を、ＣＬＴを使用して建

築する際には、屋根・外壁を

不燃材で仕上げていれば、

準耐火建築物にしなくても

階数が３以下であれば建築

可能としてほしい 

 

【現行制度で対応】 

・長屋は、複数の住戸が集合し多数の者が

居住することから、火災発生時の安全性確

保のため、一戸建て住宅よりも耐火性能を

高める必要がある。 

･外壁及び軒裏を不燃材料で仕上げるのみ

では、内部からの火災への耐火等性能が

欠けており、準耐火建築物とはならない。

例え CLT 材を使用していたとしても、耐火

性能の面で、その他の木材とは差異がな

く、準耐火建築物の要件を満たさない。 

･なお、特定行政庁の許可を受けた仮設建

築物に対しては、木造長屋の階数制限等

は適用されないため、災害時の仮設住宅

等は制限の対象外となる。 

他府県の状況と比較した上で、

兵庫県として、木造全般、とりわけ

長屋の基準が現状で良いかどうか

の検証を行うこと。 

 

【規制・手続の見直し】 

･他府県の状況として、大阪府には木造長屋を制限する条例はな
いが、都市計画で防火地域等を設定して規制（都市計画区域に
占める防火・準防火地域の割合：大阪府約 27%、本県約 2%）。 

・本県では、長屋は複数の住戸を有し、共同住宅に準じて防火上
等の危険性が高いことから、防火地域等の指定のないところにお
いても在館者の安全を確保するため、規制の対象としている。 

･本県の木造長屋に対する構造制限については、平成 30 年 6 月
（平成 31 年 6 月施行予定）の建築基準法改正により、耐火建築
物等とすべき基準が緩和されたことも踏まえ、一般的な長屋及び
小規模(200 ㎡未満かつ 3 階建て)な重層長屋を適用除外とする
よう、条例の見直しを行う。 

 

資料２－１ 



 
 提案事項 規制の内容 具体の支障事例等 第 2 回会議時の所管部局の考え方 第 2 回会議の審議結果 所管部局の対応方針 

(5) 古 民 家 の 改

修等に係る規

制緩和 

 [提案者] 
兵 庫 県 建 築
士会 

[所管部局] 
県 建 築 指 導
課 

・自動式スプリンクラー等設置

部分は床面積 200 ㎡以内ま

で防火構造の制限が緩和さ

れる(未設置の場合は 100 ㎡

以内)が、扉など建具は防火

設備とすることが必要 

・排煙設備の煙が接する部分

は不燃材料とすることが必要 

・自動式ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰを設置して

も扉などの建具に防火設備

が求められるため、古民家

改修の際には見た目の問題

がある 

・排煙設備の煙が接する部分

となる木製窓をアルミサッシ

等に交換する 必要がある

が、古民家の風情が失われ

る 

【対応不可】 

･規模の大きな古民家は、安全面から適切な

防火対策が必要であり、見た目の問題によ

る緩和は妥当ではない。 

･排煙設備は火災時の煙を屋外に排出し，

円滑な避難のために設置されるものであ

り、十分な機能を発揮することが求められ

る｡見た目の問題による緩和は妥当ではな

い。 

建築技術者の工夫等により現行

規制の中で見た目等の課題に対

応できている例を示すこと。 

また、古民家において、扉が防

火扉でなければならない理由につ

いて整理を行うこと。 

 

【制度内容の明確化】 

･見た目の課題は、国土交通大臣認定製品として性能が確認され

た不燃木材など、部材の工夫により対応が可能である。 

･不特定多数が利用する建築物については、火災時に建築物内

の人々が火災の拡大するまでに安全に避難できるように、防火上

主要な間仕切壁の設置が必要である。ただし、代替措置により緩

和することができる。 

＜代替措置１＞小規模で、各居室に煙感知式の住宅用防災報知

設備等が設けられ、各居室から直接屋外等に避難ができる場

合、防火扉の設置不要。（大抵の古民家が該当） 

＜代替措置２＞自動スプリンクラー設備を設置した場合で、各階

の床面積が 200 ㎡以下であれば、防火扉等による区画は不要

（多くの古民家が該当） 

＜参考＞自動スプリンクラー設備を設置した場合、ただし、その階

の床面積が 200 ㎡を超える場合は、火災時に在館者が火災拡大

までに安全に避難できるようにするため、防火扉等による区画が

必要 

(6) 収入証紙によ

る手数料納付

の方法 

[提案者] 
兵 庫 県 行 政
書士会 

[所管部局] 
県 出 納 局 会
計課 

・許認可申請の際に必要な手

数料の大部分は、申請者が

指定された売り捌き所で購

入し、収入証紙を貼付して

申請 

・売り捌き所の所在、取り扱い

券種、営業時間が限られて

おり、県民が売り捌き所の都

合に合わせなければ購入で

きない 

・収入証紙条例を廃止し、手

数料納付方法を現金、銀行

振込、コンビニエンスストア

での納付など、利便性の高

い方法に改めてほしい 

【(廃止については)対応不可】 

・証紙売りさばき所は、県内に 569 箇所設置

され、庁舎の近隣にも設置されているた

め、窓口に来所する申請者の利便性は確

保できている。また、免許申請等を郵送で

行う申請者には、郵送による売りさばきにも

対応し、利便性を確保している。 

・収入証紙は、申請時点で手数料が納付さ

れるため、未収が発生しない利点がある。

収入証紙を廃止した場合、確実な収入を

担保できなくなり、未収金回収事務が発生

するほか、現金収納の場合は窓口職員に

よる現金亡失リスクも発生する。銀行振込、

コンビニ納付の場合は、事前に納入通知

書の送付のほか、コンビニ納付には手数料

１件当たり 60 円（自動車税）も必要となるな

ど、新たな課題が生じる。 

・今後も、ＩＣＴや決済手段の進歩の動向を

注視し、手数料の確実な収納に加え、県民

の利便性、導入に要する経費等を考慮し

て、多様な収納機会の確保に努める。 

現行の証紙の仕組み、コンビニ

での証紙の販売、ネット決済、現金

収納等について、それぞれどのく

らいコストやデメリットがあるのかに

ついて、検討を行うこと。 

 

【その他】（利便性向上に向けた今後の対応を明確化） 

･手数料の納付方法は、①証紙、②現金、③銀行やコンビニでの

振込、④電子収納、があるが、メリット・デメリット（現金亡失リスク、

システム構築経費、手数料負担等）を踏まえると、証紙納付が最

も望ましい。 

･特に県は、窓口での対面申請が約９割であり、窓口庁舎内又は

近傍で証紙を販売すれば、利便性は確保できる。 

･コンビニでの販売は、販売枚数が少ないため、応じる店舗は少ない

（現行は２店舗。年間販売額約 150 万円、年間手数料収入約 5 万

円）。 

・なお、申請自体の電子化に合わせ、できるものから電子収納の

導入を促す。（県では平成18 年度から一部手数料で申請の電子

化を行っているが、個人認証にＩＣカードリーダ等が必要） 

･今後も、証紙納付を継続するに当たり、利用者の利便性向上の

ため、申請窓口のある庁舎内又はできるだけ近傍のコンビニ等で

の販売や、郵送販売の周知を積極的に推進する。 

(7) 納 税 証 明 書

交 付 請 求 書

へ の 申 請 者

の押印 

[提案者] 
兵 庫 県 行 政
書士会 

[所管部局] 

県税務課 

・｢納税証明書交付請求書｣や

｢自動車税納税証明書交付

請求書｣に、申請者の押印

が必要 

・申請時に本人確認書類の提

示を行うため、自署であれば

押印の必要性は低く、各種

申請書について「記名押印

に代えて自署」とする事例も

増加 

・自署でも可とする取り扱いに

より、申請者の負担軽減に

つながる 

【周知方法を検討】 

・｢納税証明書交付請求書｣の納税義務者欄

及び｢自動車税納税証明書交付請求書｣の

所有者又は使用者欄に印の記載があり、

様式上で押印を求めているが、実務上の

取り扱いでは、請求者が個人であるとき

は、請求者の押印がない場合でも、身分証

明書によって請求者本人であると認められ

るものについては、納税証明書を交付して

も差し支えないとしている。 

・この旨を管理事務処理要綱に定め、県税

事務所職員に周知しているが、県民への

周知方法について検討する。 

本人確認ができる場合には、押

印が不要であることが明確になるよ

う、様式の見直しを検討すること。 

【規制・手続の見直し】 
･本人確認ができる場合は押印が不要となるよう、納税証明書交付
請求書の様式を変更した。 
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(1) 下 水 道 終 末

処 理 施 設 に

おける生物化

学 的 酸 素 要

求量に係る排

水基準 

[提案者] 
神戸市 

[所管部局] 
県水大気課 

・水質汚濁防止法では、都道

府県が条例で国が定める排

水基準より厳しい基準を定め

ることができると規定されてお

り、県もこれに基づき上乗せ

排水基準を条例により規定 

・水質汚濁防止法の特定施設

である下水道終末処理施設

からの排出水について、生物

化学的酸素要求量(BOD)の

排水基準は最大160mg/L、日

間平均 120mg/L（海域・湖沼

への直接放流を除く）と定めら

れているが、県条例では最大

25mg/L、日間平均 20mg/L

（海域・湖沼への直接放流も

含む）と基準がより厳しい 

・下水処理施設は、近年処理

能力が向上しており、これに

伴い窒素除去に寄与するア

ンモニア酸化細菌が多く生

息 

・処理水にアンモニア酸化細

菌が残存すると、アンモニア

由来の BOD が大きく観測さ

れ、基準値を超える恐れが

あるため、栄養塩管理運転

を中止してアンモニア性窒

素の抑制等を図らねばなら

ない 

・瀬戸内海海域の下水道終

末処理施設については、県

条例による BOD の上乗せ基

準を撤廃してほしい 

【見直しを検討】 

・昭和 49 年当時、瀬戸内海の水質汚濁が深

刻な状況にあったことから、瀬戸内海の環境

基準を達成できない状況等を勘案し、同条

例を制定した。 

・一方で、現在は瀬戸内海の水質が大幅に

改善され、アンモニア等の窒素、りんの濃

度が著しく低下したことにより、水産資源へ

の影響が生じているとの懸念があることか

ら、窒素、りんの適切な管理を図るため下

水処理場で栄養塩管理運転を推進してお

り、その観点から当該基準の見直しを検討

する。 

水産資源は大切だが、規制を設

けた原点に立ち返り、どこまで緩和

が必要なのか、科学的な裏付けの

基に検討すること。 

本県の海の状況を 示 す数値

(COD 等)や、近隣の府県の状況を

調査し報告すること。 

【規制・手続の見直し】 

･来年度に見直しができるよう、科学的なデータに基づく検証を踏

まえた見直し作業を進める。 

 

(2) 一定規模以上

の幼稚園、認

定こども園等

の緑化基準 

[提案者] 
兵 庫 県 建 築
士会 

 [所管部局] 
県都市政策課 

・環境の保全と創造に関する

条例（以下「環境条例」とい

う。）において、市街化区域

内の敷地面積 1,000 ㎡以上

の建築物の敷地について緑

化義務を定めており、幼稚

園、認定こども園等を新築等

する場合には、その敷地に

ついて｢空地面積(※)の 50 パ

ーセント以上｣の緑化が求め

られる 

※空地面積:施設を建てること

ができる部分を除いた面積 

【空地面積＝敷地面積－ 

（敷地面積×法定建ぺい率）】 

・幼稚園、認定こども園等に

おいて、敷地面積が 1,000

㎡を超える場合、環境条例

の緑化基準を充足させるの

が困難な場合があり、運動

用地や遊具及び、これに必

要な安全離隔の確保に支障

が生じる場合がある 

・立地の状況等に応じて、緑

化基準が緩和できれば、幼

稚園、認定こども園等では、

大都市部でも園庭の確保が

しやすくなり、要望の高い地

域でより多くの園児の受け入

れが可能 

【現行制度で対応(規定の方法を見直し)】 

・学校等（幼稚園、認定こども園等を含む）で

は、緑化基準に定める「空地面積」の算定

において敷地面積から運動場の面積を除

くことができるよう取扱い指針を定め、弾力

的な運用により対応している。 

・今後、より明示性を高めるため、当該内容

を環境条例施行規則に規定するとともに、

ホームページ等により当該取扱いのさらな

る周知を図る。 

 

提案事例が､認定こども園へ移

行しようとする例なのか､新規に開

園しようとする例なのか､具体の状

況を確認すること。 

取扱い指針が十分に弾力的で

はないという趣旨の提案ではない

のか確認すること。 

【制度内容の明確化】 

・取扱い指針による運用の内容を環境条例施行規則に規定すると

ともに、ホームページ等により当該取扱いのさらなる周知を図る。 

《提案者意見》 

･今回の提案は、弾力的な取扱いがされていることを知らないこと

によるものである。 

･弾力的な取扱いでも問題が発生しているという事例はなく、取扱

い指針の内容について変更を求める趣旨の提案ではない。取扱

いの内容が、対外的に明示されることを望む。 

 

(3) 障害者相談員

への障害者情

報の提供 

[提案者] 
県 身 体 障 害
者福祉協会 

[所管部局] 
県障害福祉課 

・民生委員・児童委員には、場

合に応じ地域のどこに障害

者がいるのか等、障害者に

関する情報提供がされ、訪

問による支援が可能 

・一方、市町が定める要綱等

により運用される障害者相談

員には、地域のどこに障害者

がいるのか等の情報が提供

されず、障害者本人から相

談の申し出があった場合に

対応 

・民生委員・児童委員は、民生

委員法第 15 条により、守秘

義務が規定され、障害者相

談員は、身体障害者福祉法

第 12 条の３により、守秘義務

が規定されている 

・障害者相談員が障害者の相

談活動を行おうとしても、市

町のどこにいるのかわから

ず、困っていることは無いか

など、相談員から積極的に

相談に乗ることができない状

況 

・現時点では、相談員の電話

を公開したり、相談日を設

定、周知し、公共施設等で

相談に対応 

・障害者相談員に対しても、

民生委員同様に障害者の情

報が提供されれば、相談を

必要とする人への働きかけ

の強化につながる 

【現行制度で対応】 

・個人に関する情報で、特定の個人が識別

され得るものは個人情報保護法等の法令

によりその取り扱いが厳密に定められてい

る。特に障害等に関する情報は要配慮個

人情報とされており、本人の同意があるとき

又は、法令等に定めがあるとき以外には第

三者へ情報を提供することができない。 

・障害者相談員は都道府県事業として県が

委嘱していたが、平成 24 年度より、「住民

に最も身近な基礎自治体が地域における

行政の自主的かつ総合的な実施の役割を

担えるようにすることが必要不可欠」との考

え方から、交付税措置と併せて市町へ移

譲されている。 

・市町移譲にあたっての考え方から、障害者

相談員への障害者の情報提供について

は、個人情報保護法等の関係法令も踏ま

えた上で、各市町で適切に判断されるもの

と考える。 

民生委員と障害者相談員への

個人情報の提供の根拠を整理す

ること。 

また、民生委員や障害者相談員

の広報の手法、工夫している事例

等の県から市町への提供について

検討すること。 

【制度内容の周知】 

･個人情報の提供に当たっては、民生委員と障害者相談員とで法

令上の取扱いに違いはなく、個人情報保護法等に基づき、各市

町の判断により個人情報の提供が行われている。 

･提案を受けて、今後開催の県と市町との連絡会議において、障

害者相談員への障害者情報の提供について、各市町の考え方

の整理や、広報 PR 手法の情報共有を行う等の対応を検討する。 
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(4) 土 砂 埋 め 立

て 許 可 の 標

準 処 理 期 間

の短縮 

[提案者] 
兵 庫 県 行 政
書士会 

[所管部局] 
県環境整備課 

・土砂埋立て等に供する区域

の面積が 1,000 ㎡以上であ

り、かつ、土砂埋立て等を行

う前の地盤面の最も低い地

点と土砂埋立て等によって

生じた地盤面の最も高い地

点との垂直距離が１m を超え

るものを｢特定事業｣と規定し

ている 

・この特定事業を行おうとする

者は、あらかじめ、知事の許

可を受けなければならない 

・許可申請書を受理してから、

許可を行うまでの標準処理

期間を 60 日と規定 

・小規模な搬入事業では、事

業実施の期間が短期間であ

ることから、許可の標準処理

期間(60 日)では、許可まで

に時間がかかり、当初予定し

ていた土砂搬入先へ予定通

り搬入できず受入拒否される

等により、事業が計画通り実

施出来ない場合がある 

・事業規模により許可の標準

処理期間を見直し、事務処

理の迅速化を図ることができ

れば、建設工事残土及び土

砂の搬入が促進される 

【現行制度で対応】 

・土砂埋立ての許可にあたっては、土木技

術の観点からの審査が必要であり、県土整

備部局や農林部局に技術的助言を求めて

いる。また、審査の過程で必要に応じて事

業者から説明を求めることもあり、審査期間

として 60 日が必要である。 

･ただし、小規模の案件については、添付書

類、図面が少ないため、実際には 3 週間程

度で許可している。 

･平成 29 年度は 41 件を新規許可しており、

その平均処理日数は 22.7 日である。（最短

12 日、最長 51 日） 

小規模案件の処理期間が平均

３週間であること等を踏まえ、標準

処理期間(60 日)の短縮を検討する

こと。 

【規制・手続の見直し】 

･土砂埋立許可は、崩落等の危険に関するものもあり、審査は慎

重にしなければならず、また、埋め立ての規模や構造によって、

簡易なものと複雑なものといった分類も困難である。 

･改めて過去 3 年間のデータを検証した結果、一定の期間短縮は

可能と判断されるため、標準処理期間を 50 日に短縮する。 

･今後は、マニュアルの見直し等により事務処理の改善に努め、実

質的な処理期間の短縮も進める。 

(5) 姫 路 市 開 発

事 業 の 事 業

計 画 の 事 前

申 請 の 簡 素

化又は撤廃 

 [提案者] 
兵 庫 県 行 政
書士会 

 [所管団体] 
姫路市 

・事業者は、行おうとする事業

について、市条例第 12 条に

基づき市に事前申請を行い、

市長は、申請された事業の審

査結果（開発事業の該当・非

該当）を事業者に通知 

・開発事業に該当するとされ

た事業者は、市条例第 13 条

に規定される事前協議申請

時までに、該当する開発事

業の概略計画案を作成し、

関連する公共施設管理者や

関係する機関（公安委員会

など）と協議が必要 

・この概略計画案に関する協

議により、市条例施行規則

の基準等の適合について確

認ができれば、市条例第 13

条に基づく事前協議申請を

行う 

・市条例第 13 条に基づく｢事

前協議の実施｣までに事務

手続の期間を要しており、開

発事業の進捗に支障が生じ

る場合がある 

・｢事業計画の事前申請(市条

例第12条)｣は、その後の｢事

前協議の実施(市条例第 13

条)｣と同様の手続であるた

め、市条例 12 条に基づく事

前申請の簡素化又は撤廃が

できないか 

・重複する事務手続きが簡素

化されることにより、開発許

可までの期間が短縮され、

早期の開発事業の着手が可

能となり、事業者の経済的効

果が見込まれる 

【対応不可】 

《事業計画の事前申請の役割》 

･現行制度では、条例第 12 条に基づく事業

計画事前申請により｢開発行為に該当す

る｣とされた場合に、第 13 条に基づく事前

協議を行うことになる。第 12 条に基づく事

前申請は、開発行為の該当、非該当を迅

速に判定し、非該当となった事業者の事業

促進も図られる。(H29 事前申請件数 770

件、事前協議件数 148 件) 

･また、事業計画の事前申請を義務づけて

いることは、都市計画法の違反となる事例

の減少にも寄与している。 

《申請の簡素化》 

･事業計画の事前申請時及び、事前協議時

に提出を求める書類について、重複してい

るものがあるが、事業計画の事前申請時の

書類は各１部の提出で良く、事前協議時の

書類は、関係機関への提供も必要となるた

め、必要部数の提出を求めている。 

事前申請にどの程度時間がか

かっているのか、更に簡易的に判

断できないかについて検討を行う

こと。また県として、市にどのような

助言ができるかを検討すること。 

【現行の制度運用を維持】 

《姫路市意見》 

･開発許可にかかる事前申請(第 12 条関係)には、通常 1 週間から

2週間程度で回答を行っており､この間に現場確認も行っている。 

仮に､事前申請を無くしたとしても､現場確認は行わなければなら

ず､これを事前協議(第 13 条関係)前に実施する必要がある。 

･また､事前申請の内容により、事前協議前に予め協議を必要とす

る関係課等を確定することができ、手戻りを防ぎ、円滑な開発許

可手続きの実施に繋がっている。 

･なお、当該条例は要綱行政に限界が生じたため平成 24 年に制

定し、都市計画法違反の防止等、適切なまちづくりに資するもの

である。 

《県建築指導課意見》 

･姫路市は、開発許可権者や公共施設管理者として、地域の実情

やこれまでの開発指導実績を踏まえ、開発許可手続の円滑化を

図るために事前申請制度を創設し、当該市条例を制定したものと

理解している。 

・市条例第 12 条に基づく手続では、開発事業に該当するかどうか

の審査を行うものと位置付けられており、該当する場合は必要な

関係法令手続等について申請者に対して通知することとしてい

る。これらの手続を通じて、無用な手戻りを防止するだけでなく、

開発許可に関する予見可能性を高めるものであり、申請者にもメ

リットがあるものと考えられる。 

(6) 市町が発行す

る身分証明書

(禁治産等の

宣告の通知､

破産に関する

通知等)の手

数料の軽減 

[提案者] 
兵 庫 県 行 政
書士会 

[所管部局] 
事務局 

・禁治産・準禁治産の宣告の

通知や後見の登記の通知等

は、本籍地の市町長が、本

人からの請求により禁治産・

準禁治産・後見及び、破産

に関する証明（身分証明）を

発行 

・発行に関する手数料等は、

各自治体が条例等で定めて

おり、県下で統一的な取り扱

いはされていない 

・「禁治産・準禁治産の宣告の

通知、後見の登記の通知」と

「破産に関する通知」が別項

目とされ、それぞれに手数料

が発生する自治体があり、こ

れらを一体的に証明してい

る自治体に比べて割高 

・禁治産宣告、準禁治産宣

告、後見の登記、破産宣告

の通知を受けていないことを

一体で証明し、手数料を一

律とすれば申請者の負担軽

減につながる 

【対応不可】 

・市町長が行う身分証明に係る事務は、法

律による根拠がなく、それぞれの自治体の

判断により慣行的に行われているものであ

る。 

・この証明に当たっては、その取り扱いにつ

いて県下で統一の方針を示すことは困難

である。 

市町に対する情報提供を検討

すること。 

【その他】（市町に県下の対応状況を情報提供） 

･規制改革推進会議の報告書を県、各市町に提供する際に、県下

の対応状況を一覧にまとめたものを参考資料として提供する。 

 


